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石川県県民文化スポーツ部 

県民交流課統計情報室 

令 和 3 年 6 月 3 日  
 

  2020 年農林業センサス結果の概要（確定値） 
 （令和２年２月１日現在） 

 

   － 農業経営体の減少が続く中で、法人化や規模拡大の進展が継続 － 
  

【農林業経営体調査結果の概要】 

 

１ 農林業経営体 

農林業経営体数（令和２年２月１日現在）は 10,119 経営体で、５年前に比べ

4,030 経営体（28.5％）減少した。 

このうち、農業経営体は 9,890 経営体、林業経営体は 416 経営体となり、５年前

に比べそれぞれ 3,746 経営体（27.5％）、884 経営体（68.0％）減少した。 
 

 
図１ 農林業経営体数 

 

 

表１ 農林業経営体数 

       
この公表内容は、石川県統計情報室ホームページで御覧いただけます。 

統計情報室ホームページアドレス【 http://toukei.pref.ishikawa.jp/ 】 
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２ 農業経営体 

(1) 農業経営体数 

農業経営体のうち、個人経営体は 9,293 経営体で、５年前に比べ 3,786 経営体

（28.9％）減少した一方、団体経営体は 597 経営体で 40 経営体（7.2％）増加し

た。 

 
 

表２ 農業経営体数 

   

 

 

団体経営体のうち法人経営体は 468 経営体で、５年前に比べ 75 経営体増加し

た。 

この結果、団体経営体に占める法人経営体の割合は 78.4％となった。 

また、法人経営体の内訳をみると、会社法人は 183 経営体、農事組合法人は 196

経営体となり、５年前に比べそれぞれ 10 経営体、48 経営体増加した。 

 

図２ 法人化している農業経営体数 

    

 

 

 

単位：経営体
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(2) 経営耕地面積規模別の農業経営体数 

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 10ha 以上

層で農業経営体数が増加した。 

 

 

 

図３ 経営耕地面積規模別農業経営体数の増減率 
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(3) 経営耕地面積の集積割合 

農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積の集積割合をみると、５ha 以

上の農業経営体が 64.3％を占め、５年前に比べて 10.6 ポイント上昇した。 
 

注：割合については表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない 

場合がある（以下同じ。）。 

 

 

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は 315a で、５年前

に比べ、31.3％増加した。 

 
 

図５ 1 農業経営体当たりの経営耕地面積の状況 
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(4) 農産物販売金額規模別の農業経営体数 

農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 500 万

円以上層で農業経営体数が増加した。 

 

図６ 農産物販売金額規模別農業経営体数の増減率 

 

 

 

(5) 農産物販売金額１位の部門別経営体数 

農産物販売金額１位の部門別に農業経営体数の構成割合をみると、稲作が

85.0％となり、５年前に比べ 2.9 ポイント下降した。また、路地野菜、果

樹類がそれぞれ５年前に比べ 1.1 ポイント、0.8 ポイント上昇した。 

 

図７ 農産物販売金額１位の部門別農業経営体数の構成割合 
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(6) 農産物販売金額１位の出荷先別にみた農業経営体数 

農産物販売金額１位の出荷先別に農業経営体数の構成割合をみると、農協が 

79.3％となり、次いで消費者に直接販売が 6.5％、農協以外の集出荷団体が 5.8％

となった。 

また、５年前に比べ農協以外の集出荷団体、卸売市場、小売業者が、それぞれ

2.4 ポイント、0.5 ポイント、1.0 ポイント上昇した。 

 

図８ 農産物販売金額１位の出荷先別農業経営体数の構成割合 

 
 

 

(7) 青色申告を行っている農業経営体数 

青色申告を行っている農業経営体数は 3,932 経営体で、農業経営体に占める割合 

は 39.8％となった。このうち、正規の簿記を行っている農業経営体数は 2,031 経

営体で、農業経営体に占める割合は 20.5％となった。 

 

表３ 青色申告を行っている農業経営体数
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単位：経営体

小計 正規の簿記 簡易簿記 現金主義

総数 9,890 3,932 2,031 1,611 290 5,958

個人経営体 9,293 3,522 1,632 1,603 287 5,771

団体経営体 597 410 399 8 3 187

構成比（％）

総数 100.0 39.8 20.5 16.3 2.9 60.2

個人経営体 100.0 37.9 17.6 17.2 3.1 62.1

団体経営体 100.0 68.7 66.8 1.3 0.5 31.3

区分 計
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を行って
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単位：経営体

小計
データを取
得して活用

データを取
得・記録し

て活用

データを取
得・分析し

て活用

総数 9,890 1,700 902 696 102 8,190

個人経営体 9,293 1,422 792 564 66 7,871

団体経営体 597 278 110 132 36 319

構成比（％）

総数 100.0 17.2 9.1 7.0 1.0 82.8

個人経営体 100.0 15.3 8.5 6.1 0.7 84.7

団体経営体 100.0 46.6 18.4 22.1 6.0 53.4

計

データを活
用した農業
を行ってい

ない

区分

データを活用した農業を行っている

(8) データを活用した農業を行っている農業経営体数 

データを活用した農業を行っている農業経営体数は 1,700 経営体で、農業

経営体に占める割合は 17.2％となった。 

また、団体経営体についてみると、データを活用した農業を行っている経

営体数は 278 経営体で、団体経営体に占める割合は 46.6％となった。 

 

表４ データを活用した農業を行っている農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 主副業別農業経営体数（個人経営体） 

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は 1,043 経営 

体で５年前に比べ 375 経営体の減少、準主業経営体は 1,338 経営体で 1,106 経 

営体の減少、副業的経営体は 6,912 経営体で 2,305 経営体の減少となった。 

この結果、個人経営体に占める割合は、主業経営体が 11.2％、準主業経営

体が 14.4％、副業的経営体が 74.4％となった。 

 

図９ 主副業別農業経営体数(個人経営体) 
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    注：（ ）内の数値は、個人経営体数に占める割合（％）である。 
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(10)  基幹的農業従事者数（個人経営体） 

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（仕事が主で、主に自営農業

に従事した世帯員）は 9,756 人で、５年前に比べ 2,027 人（17.2％）減少した。 

個人経営体の基幹的農業従事者のうち 65 歳以上が占める割合は、80.0％とな

り、５年前に比べ 4.7 ポイント上昇した。 

 

図 10 年齢別基幹的農業従事者数(個人経営体)の構成 

 

 

 

 

年齢階層別に基幹的農業従事者の推移をみると、５年前と比べ、15 歳以上 19 歳

未満、25 歳以上 45 歳未満、50 歳以上 70 歳未満、75 歳以上 85 歳未満の階層で減

少した。 

 

図 11 基幹的農業従事者数(個人経営体)の推移 
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    注：（ ）内の数値は、基幹的農業従事者に占める割合（％）である。 
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３ 林業経営体 

(1) 保有山林面積規模別林業経営体の構成割合 

保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、５～10ha が 31.3％、

次いで５ha 未満が 26.7％、10～20ha が 20.9％となった。 

この結果、５年前に比べ 5～10ha、20ha 以上の各階層で構成割合が高くなって

いる。 
 

図 12 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合 

 

 

 

(2)  素材生産量の推移 

林業経営体の素材生産量をみると、123,576 ㎥で、５年前に比べ 19,748 ㎥

（19.0％）増加した。 

また、林業経営体の素材生産量に占める受託もしくは立木買いの割合は、

88.5％となっている。 
 

図 13 素材生産量の推移 
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    注：（ ）内の数値は、素材生産量に占める割合（％）である。 
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【統計表】 

 

統計表は、石川県統計情報室ホームページ「いしかわ統計指標ランド」に掲載して

い 

ます。 

 

統計情報室ホームページアドレス  http://toukei.pref.ishikawa.jp/ 

 



参考資料

2020年農林業センサス（地域別）

1 農林業経営体数

農 林 業
経 営 体

農 業
経 営 体

林 業
経 営 体

石川県 14,149 13,636 1,300
平成27年 加賀 6,702 6,488 435

能登 7,447 7,148 865
石川県 10,119 9,890 416

令和2年 加賀 5,015 4,927 137
能登 5,104 4,963 279

増減率（％） 石川県 △ 28.5 △ 27.5 △ 68.0
○令和2年/平成27年 加賀 △ 25.2 △ 24.1 △ 68.5

能登 △ 31.5 △ 30.6 △ 67.7

2 農業経営体数

農業経営体 個人経営体 団体経営体

法人経営

石川県 13,636 13,079 557 393
平成27年 加賀 6,488 6,181 307 201

能登 7,148 6,898 250 192
石川県 9,890 9,293 597 468

令和2年 加賀 4,927 4,566 361 268
能登 4,963 4,727 236 200

増減率（％） 石川県 △ 27.5 △ 28.9 7.2 19.1
○令和2年/平成27年 加賀 △ 24.1 △ 26.1 17.6 33.3

能登 △ 30.6 △ 31.5 △ 5.6 4.2

3 経営耕地面積集積割合

経 営 耕 地
面 積

経営耕地面
積（５ｈａ以上
経 営 体 ）

割 合

石川県 3,236,652 1,737,662 53.7
平成27年 加賀 1,891,294 1,096,265 58.0

能登 1,345,358 641,397 47.7
石川県 3,079,234 1,978,790 64.3

令和2年 加賀 1,853,290 1,268,039 68.4
能登 1,225,944 710,751 58.0

増減率（％） 石川県 △ 4.9 13.9 19.7
○令和2年/平成27年 加賀 △ 2.0 15.7 18.0

能登 △ 8.9 10.8 21.6

区　分

区　分

区　分



4 農業経営体当たりの経営耕地面積

経 営 耕 地
面 積

経営耕地の
あ る
経 営 体 数

１ 経 営 体
当 た り
経 営 耕 地

石川県 3,236,652 13,488 240
平成27年 加賀 1,891,294 6,408 295

能登 1,345,358 7,080 190
石川県 3,079,234 9,774 315

令和2年 加賀 1,853,290 4,865 381
能登 1,225,944 4,909 250

増減率（％） 石川県 △ 4.9 △ 27.5 31.3
○令和2年/平成27年 加賀 △ 2.0 △ 24.1 29.1

能登 △ 8.9 △ 30.7 31.8

5 基幹的農業従事者の構成

石川県 11,794 75.1
平成27年 加賀 5,994 71.4

能登 5,800 78.8
石川県 9,756 80.0

令和2年 加賀 5,044 75.2
能登 4,712 85.1

増減率（％） 石川県 △ 17.3 6.6
○令和2年/平成27年 加賀 △ 15.8 5.3

能登 △ 18.8 8.0

地区別区分は、以下のとおりである。
 ・加賀地区  かほく市以南
 ・能登地区  羽咋郡以北 

区　分
基幹的農業
従事者数

６５歳以上が
占め る 割合

区　分
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